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諮問庁：外務大臣 

諮問日：平成２８年６月３日（平成２８年（行情）諮問第４０６号） 

答申日：平成３１年３月１３日（平成３０年度（行情）答申第４８２号） 

事件名：特定文書に記載の「一般法の検討作業」に関して行政文書ファイルに

つづられている文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「「一般法の検討作業」（出典：「２０１３－００２６７－００１３－

ＩＭＧ」２枚目）に関して行政文書ファイルに綴られている文書の全

て。」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に対し，別紙１に掲

げる文書（以下「本件対象文書」という。）を特定し，その一部を不開示

とした決定については，本件対象文書を特定したことは妥当であるが，別

紙３ないし別紙５に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年２月２９日付け情報公開第

００４３３号により外務大臣（以下「外務大臣」，「処分庁」又は「諮問

庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）につい

て，その取消しを求める。 

 （１）他にも文書が存在するものと思われる。 

    本件対象文書には，「外務省行政文書管理規則」９条でいう「外務省

における経緯も含めた意思決定に至る過程並びに外務省の事務及び事業

の実績を合理的に跡付け，又は検証することができる」文書が特定され

ていない。 

そこでこうした文書が存在するはずであるから，改めて関連部局を探

索の上，発見に努めるべきである。 

 （２）一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべき

である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

外務省は，異議申立人が平成２７年４月２０日付けで行った開示請求

「『一般法の検討作業』（出典：「２０１３－００２６７－００１３－Ｉ

ＭＧ」２枚目）に関して行政文書ファイルに綴られている文書の全て。」
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に対し，法１１条による特例延長を行い，相当の部分の開示として，文書

１件を対象文書として特定し，開示決定（以下「先行開示決定」とい

う。）を行った後，最終決定として，１３０件を特定し，２件を開示，１

２８件を部分開示とする原処分を行った（平成２８年２月２９日付け情報

公開第００４３３号）。 

これに対し，異議申立人は，他にも文書が存在するはずである，一部に

対する不開示決定を取り消すべきである旨の異議申立てを行った。 

２ 本件対象文書について 

本件異議申立ての対象となる文書は，原処分にかかる別紙１の１３０文

書である。 

３ 不開示とした部分について 

（１）文書２ないし文書１２９の総番号，発受信時刻，パターンコード，配

布先一覧に当たる部分については，現在外務省が使用している電信シス

テムの内部の処理・管理に係る情報であり，公にすることにより，電信

システムの暗号化方式の秘密保全に支障が生じ，国の安全が害されるお

それ，交渉上不利益を被るおそれ，及び外交事務全般の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるため，法５条３号及び６号に該当し，不開示と

した。 

（２）文書３（１頁目本文２～３行目），文書４（１頁目本文２～３行目），

文書５（１頁目本文２～４行目及び６～７行目），文書７，文書９，文

書１０（１頁目本文２行目），文書１１（１頁目本文２～４行目），文

書１４，文書１９，文書２０（２頁目本文８～９行目，３頁目本文１５

行目，４頁目本文１３～１４行目），文書２２（１頁目本文４～６行

目），文書２４（１頁目本文２～５行目），文書２８（１頁目本文２行

目），文書２９（１頁目本文２～３行目），文書３２（１頁目本文２～

３行目，３頁目本文２～３行目及び５行目），文書３４（１頁目本文２

行目），文書３５（１頁目本文２行目），文書３６（１頁目本文２行

目），文書３７（１頁目本文３～５行目），文書３８（１頁目本文２行

目），文書３９（１頁目本文２～５行目），文書４０（１頁目本文４行

目），文書４１（１頁目本文２行目左から１～２箇所目の不開示部分及

び６行目），文書４４，文書４５（１頁目本文２行目），文書４６（１

頁目本文２～３行目），文書４８（１頁目本文３～５行目），文書４９

（１頁目本文２行目），文書５１（１頁目本文２～３行目），文書５２

（１頁目本文２行目），文書６０（１頁目本文２～５行目），文書６３

（１頁目本文２～３行目），文書６４（１頁目本文２行目），文書６６，

文書７３（１頁目本文２行目），文書７４，文書７５（１頁目本文３～

５行目），文書７７（１頁目本文２～３行目），文書７８（４頁目１～

２行目），文書８０（３頁目２３～２５行目），文書８１，文書８２，
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文書８３（１頁目本文２～３行目），文書８６（１頁目本文２～３行

目），文書８７，文書８８，文書８９（１頁目本文２～３行目），文書

９０（１頁目本文２～３行目），文書９１（１頁目本文２～３行目），

文書９３（１頁目本文２行目，７頁目上から４行目，１１頁目上から４

～６行目），文書９４，文書９５（１頁目本文２～３行目），文書９６

（１頁目本文２行目），文書９７（１頁目本文３行目），文書９８（１

頁目本文２～３行目），文書１０２，文書１０５，文書１０８（１頁目

本文２～３行目），文書１１４（２頁目本文２４～２５行目），文書１

１５（１頁目本文２～３行目），文書１１６（１頁目本文２～５行目及

び１４～１５行目），文書１１７（１頁目本文２～４行目），文書１２

０（１頁目本文２～３行目），文書１２１，文書１２２（１頁目本文４

～７行目），文書１２３（１頁目本文２行目），文書１２４（１頁目本

文２～４行目），文書１２５（１頁目本文２行目），文書１２６（１頁

目本文２～３行目），文書１２７（１頁目本文２～３行目），文書１２

９（１頁目本文３行目）については，個人の氏名及び所属等，個人に関

する情報であって，特定の個人を識別することができるものであるため，

法５条１号に該当することから，公表慣行のあるものを除き，不開示と

した。 

（３）文書３～文書５（上記（１）及び（２）以外の不開示部分），文書６，

文書１０～文書１１（上記（１）及び（２）以外の不開示部分），文書

１２，文書１３，文書１５～文書１８，文書２０（上記（１）及び（２

）以外の不開示部分），文書２２（上記（１）及び（２）以外の不開示

部分），文書２４（上記（１）及び（２）以外の不開示部分），文書２

５～文書２７，文書２８～文書２９（上記（１）及び（２）以外の不開

示部分），文書３０，文書３１，文書３２（上記（１）及び（２）以外

の不開示部分），文書３４～文書４１（上記（１）及び（２）以外の不

開示部分），文書４２，文書４５～文書４６（上記（１）及び（２）以

外の不開示部分），文書４７，文書４８～文書４９（上記（１）及び（

２）以外の不開示部分），文書５０，文書５１～文書５２（上記（１）

及び（２）以外の不開示部分），文書５４～文書５６，文書５８，文書

５９，文書６０（上記（１）及び（２）以外の不開示部分），文書６１，

文書６２，文書６３～文書６４（上記（１）及び（２）以外の不開示部

分），文書６５，文書７０～文書７２，文書７３（上記（１）及び（２

）以外の不開示部分），文書７５（上記（１）及び（２）以外の不開示

部分），文書７７～文書７８（上記（１）及び（２）以外の不開示部分

），文書７９，文書８０（上記（１）及び（２）以外の不開示部分），

文書８３（上記（１）及び（２）以外の不開示部分），文書８５，文書

８６（上記（１）及び（２）以外の不開示部分），文書８９～文書９１
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（上記（１）及び（２）以外の不開示部分），文書９２，文書９３（上

記（１）及び（２）以外の不開示部分），文書９５～文書９８（上記（

１）及び（２）以外の不開示部分），文書１０３，文書１０４，文書１

０７，文書１０８（上記（１）及び（２）以外の不開示部分），文書１

１０～文書１１３，文書１１４～文書１１７（上記（１）及び（２）以

外の不開示部分），文書１２０（上記（１）及び（２）以外の不開示部

分），文書１２２～文書１２７（上記（１）及び（２）以外の不開示部

分），文書１２８，文書１２９（上記（１）及び（２）以外の不開示部

分）については，公にしないことを前提とした関係国等との協議の内容

に関する記述や関連文書及び関係国等に対する我が国の見解や分析等に

関する情報であって，公にすることにより，国の安全が害されるおそれ，

関係国との信頼関係が損なわれるおそれ及び交渉上不利益を被るおそれ

があるため，法５条３号に該当し，不開示とした。また，これらの情報

は，我が国政府部内の検討・協議に際して使いられるものであり，公に

することにより，政府部内の率直な意見の交換が不当に損なわれるおそ

れがあるため，法５条５号に該当し，不開示とした。 

（４）文書４３（１０枚目～１３頁目頁上部）については，我が国政府機関

の非公表のＦＡＸ番号であり，公にすることにより，事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条６号に該当し，不開示とした。 

４ 異議申立人の主張について 

（１）異議申立人は，原処分に対し，「本件対象文書には，『外務省行政文

書管理規則』９条でいう『外務省における経緯も含めた意思決定に至る

過程並びに外務省の事務及び事業の実績を合理的に跡付け，又は検証す

ることができる』文書が特定されていない。そこでそうした文書が存在

するはずであるから，改めて関連部局を探索の上，発見に努めるべきで

ある。」と主張している。 

しかしながら，外務省は，同申立人が請求した内容に合致する行政文

書を十分に検討し特定しており，文書の特定に漏れはなく，同申立人の

主張は当たらない。 

（２）異議申立人は，記録された内容を精査し，支障がない部分については

開示すべきである旨主張するが，外務省は，上記２のとおり，対象文書

を精査した上で，法５条各号に該当する部分を不開示としたのであり，

異議申立人の主張には理由がない。 

５ 結論 

上記の論拠に基づき，外務省としては，原処分を維持することが妥当で

あると判断する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 



 

5 

① 平成２８年６月３日  諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月２０日      審議 

④ 平成３１年２月２７日 本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同年３月１１日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙１に掲げる文書２ないし文書１３１の１３０文書

である。 

異議申立人は，原処分の取消し及び他の文書の特定を求めており，諮問

庁は，本件対象文書を特定し，その一部が法５条１号，３号，５号及び６

号に該当するとして不開示とした原処分を妥当としていることから，以下，

本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定の妥当性及び不開

示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

ア 我が国における国際平和協力の在り方については，平成１３年１２

月の国際連合平和維持活動に対する協力に関する法律（国際平和協力

法）の改正や，平成１４年１２月の国際平和協力懇談会報告書の提出

などを含め，政府部内において長年にわたり検討作業が行われてきた。 

イ 本件開示請求文言にいう「一般法の検討作業」の引用元である，本

件開示請求書に添付された平成１５年１１月１３日付の「国際法上の

武力の行使の概念に関する委託研究について」と題する資料には，

「一般法の検討」との記載があるが，これについては，政府部内にお

いて行われていた国際平和協力の在り方についての検討作業のうち，

主に平成１６年頃から平成２０年頃までの時期に，政府内で内閣官房

を中心に，いわゆる国際平和協力に関する一般法を制定するために行

われた一連の検討作業（以下「特定作業」という。）を指すものと解

した。 

ウ これを踏まえ，先行開示決定及び原処分においては，平成１６年度

から開示請求日時点（平成２７年４月２１日時点）までに作成され，

外務省が保有していた文書のうち，特定作業の一環として作成又は取

得した下記（ア）及び（イ）の文書を特定した。 

（ア）「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」（以下「懇談会

１」という。）報告書（先行開示決定で特定した文書）及び「安全

保障と防衛力に関する懇談会」（以下「懇談会２」という。）報告

書（文書１３０及び文書１３１） 
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懇談会１及び懇談会２のいずれの報告書についても，特定作業に

直接関連すると考えられることから，これらを特定した。 

（イ）本省と在外公館との間の公電（文書２ないし文書１２９） 

外務省は，特定作業の一環として，国際平和協力に関する各国の

実態等について調査を行うよう指示する公電（以下「調査訓令」と

いう。）を各在外公館に送付し，関係国等の国際平和協力に係る法

制度の調査を実施したことから，調査訓令及び当該訓令に対する各

在外公館からの回答の公電を特定した。 

なお，異議申立人は，「「外務省における経緯も含めた意思決定

に至る過程並びに外務省の事務及び事業の実績を合理的に跡付け，

又は検証することができる」文書が特定されていない。」と主張し

ている。しかしながら，調査訓令の発出は，その１枚目に記載のあ

る関係部局の長等による決裁という意思決定の過程を経て発出され

ていると認められることから，異議申立人の主張は当たらない。 

（ウ）本件異議申立てを受けて，改めて探索を行ったが，上記（ア）及

び（イ）の文書の外に本件請求文書に該当する文書の存在は確認で

きなかった。 

（２）上記（１）の諮問庁の説明によれば，特定作業は，内閣官房を中心に

行われたとのことであり，外務省は，当該作業の一環として，調査訓令

を発出して各国等の国際平和協力に係る法制度の調査を実施したとのこ

とである。 

他方，当審査会事務局職員をして首相官邸ウェブサイトに掲載されて

いる懇談会１及び懇談会２の議事要旨等を確認させたところ，先行開示

決定で特定された１文書及び文書１３１に係る一部の会合においては，

外務省の職員がオブザーバー又は政府側説明者として出席していたこと

が認められることから，外務省が，内閣官房や懇談会１及び懇談会２等

に対し，特定作業の一環として行った調査の結果を何らかの形で提供し

ていたことが推察される。 

この点につき，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，

特定作業の実施から本件開示請求時点までに相当の期間が経過している

こともあり，上記の調査結果の提供に係る文書を作成又は取得していた

かは不明であり，かかる調査結果の提供に係る文書について探索を行っ

たものの，該当する文書の存在は確認できなかったとの説明があった。 

（３）上記（２）の諮問庁の説明は，にわかに首肯し難いものの，特定作業

は政府内で内閣官房を中心に行われたとする上記（１）イの諮問庁の説

明に鑑みれば，先行開示決定で特定された１文書及び本件対象文書の外

に本件請求文書に該当する文書の存在は確認できなかったとする上記

（１）の諮問庁の説明を覆すに足りる事情も認められないことから，外
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務省において，先行開示決定で特定された１文書及び本件対象文書の外

に本件請求文書に該当する文書を保有しているとは認められない。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）外務省の電信システムに関する情報について 

文書２ないし文書１２９は，いずれも外務省と各在外公館との間でや

り取りされた公電であり，これらの文書の総番号，発受信時刻，パター

ンコード及び配布先一覧の各不開示部分には，外務省が使用している電

信システムの内部の処理・管理に係る情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，電信システムの暗号化方式

の秘密保全に支障が生じ，国の安全が害されるおそれ及び他国との交渉

上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の

理由があると認められるので，法５条３号に該当し，同条６号について

判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（２）外国政府及び国際機関の関係者の氏名及び肩書等について 

別紙２に掲げる不開示部分には，外国政府及び国際機関の関係者の氏

名及び肩書等が記載されていることが認められる。 

当該部分は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定

の個人を識別することができるものに該当する。次に，同号ただし書イ

該当性について，当審査会事務局職員をして諮問庁にその認識を確認さ

せたところ，諮問庁から，外務省は，外国政府及び国際機関の関係者の

氏名及び肩書については，原則として，局長級以上の者である場合には

公表慣行があるものとして扱っているが，その他の場合には不開示とし

ており，本件対象文書においてその氏名及び肩書を不開示としている者

についても，局長級以上には該当しない者であるため，不開示としたと

の説明があった。 

上記の諮問庁の説明を踏まえると，別紙２に掲げる不開示部分に記載

されている情報については，「公にされている情報」とも「公にするこ

とが予定されている情報」であるとも判断すべき事情は認められないた

め，法５条１号ただし書イには該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当

すると認めるべき特段の事情も存しない。 

さらに，当該部分は，個人識別部分に該当すると認められることから，

法６条２項による部分開示の余地はなく，法５条１号に該当し，不開示

とすることが妥当である。 

（３）行政機関のファックス番号について 

別紙３に掲げる不開示部分には，行政機関のファックス番号が記載さ

れていることが認められる。 

当審査会事務局職員をして確認させたところ，当該番号は電子政府の

総合窓口（ｅ－ｇｏｖ）のウェブサイトにおいて公表されていることが
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認められた。 

これを踏まえると，当該不開示部分は，これを公にしても，行政機関

の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないこと

から，法５条６号柱書きに該当せず，開示すべきである。 

（４）各在外公館に対し，国際平和協力に関する各国の実態等について調査

を行うように指示を出す際に送付された資料について 

文書２，文書６，文書３０，文書４３，文書５３，文書６２，文書９

９，文書１１２，文書１１４及び文書１２８は，いずれも調査訓令であ

る。 

このうち，全ての不開示部分が上記（１）ないし（３）のいずれかに

該当する文書２，文書４３，文書５３及び文書９９を除く各文書の不開

示部分（上記（１）ないし（３）に該当する不開示部分を除く。）につ

いて，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁か

ら次のとおり説明があった。 

当該部分には，公にしないことを前提とした関係国等との協議の内容

に係る記述や関連文書，関係国の立場等に関する我が国の見解や分析等

に係る記載並びに過去の調査等で得られた情報を基に，各在外公館にお

ける調査の参考に資する目的で，政府部内において作成された文書が含

まれている。 

したがって，当該部分は，これを公にすると，公にしないことを前提

とした関係国等との協議の内容や関係国等の対応に関する我が国の見解

や分析等に関する情報が明らかとなり，国の安全が害されるおそれ，関

係国との信頼関係が損なわれるおそれ及び交渉上不利益を被るおそれが

あり，また，いわゆる国際平和協力に関する一般法の検討作業における

当時の我が国の政府部内の未成熟な検討内容や関心事項が明らかとなり，

将来の同種の検討作業における政府部内での自由かっ達な議論に支障を

来すおそれ又は政府部内の国際平和協力に対する考え方等について，無

用な誤解や憶測を招くなど，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ

があり，法５条３号及び５号に該当するため，不開示とした。 

上記の諮問庁の説明を踏まえ，以下，検討する。 

ア 文書１１２（５枚目２３行目，６枚目１行目ないし２４行目，７枚

目４行目ないし２８行目，８枚目及び８２枚目ないし８４枚目）の不

開示部分には，国際平和協力に関する考え方の各国への照会に関連し

て，我が国の当時の見解等が記載されていることが認められる。 

当該部分は，これを公にすることにより，国際平和協力において想

定される様々な事態が発生した場合における我が国の関心事項等が

明らかとなり，悪意を有する相手方をして対抗措置を講ずることを

容易ならしめるなど，国の安全が害されるおそれがあると行政機関
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の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法５

条３号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示と

することが妥当である。 

イ 文書３０（５枚目ないし１２枚目），文書１１２（３枚目及び４枚

目（いずれも別紙４に掲げる部分を除く。），５枚目（上記アに掲げ

る不開示部分を除く。），１２枚目ないし４１枚目，８０枚目並びに

８１枚目）及び文書１２８（３枚目ないし６枚目，１１枚目，２２枚

目ないし２４枚目及び２６枚目）の各不開示部分には，調査訓令にお

ける質問事項のうち，別途過去に外国政府関係者及び国際機関等から

入手した情報に関する事項が記載されていることが認められる。 

当該部分は，これを公にすることにより，公にしないことを前提と

した関係国等との協議の内容に関する記述や関連文書が明らかとな

り，関係国との信頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長

が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法５条３

号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開示とする

ことが妥当である。 

ウ 文書６（２４枚目ないし２６枚目），文書６２（９枚目，１６枚目

ないし２１枚目，２３枚目及び２５枚目ないし２８枚目（別紙４に掲

げる部分を除く。）），文書１１４（５枚目ないし１０枚目）の各不

開示部分には，調査訓令の参考資料として，国際平和協力に関する関

係国の対応及びこれに関する我が国の見解や分析等が記載されている

ことが認められる。 

当該部分は，これを公にすることにより，いわゆる国際平和協力に

関する一般法についての当時の我が国における未成熟な検討内容が

明らかとなり，政府部内の当該検討内容に対する考え方等について，

無用な誤解や憶測を招くなど，不当に国民の間に混乱を生じさせる

おそれがあると認められるので，法５条５号に該当し，同条３号に

ついて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

エ しかしながら，別紙４に掲げる部分については，これを公にしても，

国際平和協力に関する各国政府関係者の見解等が明らかとなり，他国

等との信頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めるこ

とにつき相当の理由があるとは認められず，また，いわゆる国際平和

協力に関する一般法についての当時の我が国における未成熟な検討内

容が明らかとなり，政府部内の当該検討内容に対する考え方等につい

て，無用な誤解や憶測を招くなど，不当に国民の間に混乱を生じさせ

るおそれがあるとも認められないことから，法５条３号及び５号のい

ずれにも該当せず，開示すべきである。 

（５）各在外公館及び国際機関の担当者が外国政府及び国際機関の関係者か
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ら得た回答内容等又は受領した資料について 

本件対象文書の各不開示部分のうち，上記（１）ないし（４）に掲げ

る部分を除く各不開示部分には，各在外公館及び国際機関の担当者が外

国政府及び国際機関の関係者から得た回答内容や当該回答内容に係る情

報等が記載されていることが認められる。 

当該部分のうち，別紙５に掲げる部分を除く部分は，これを公にする

ことにより，国際平和協力に関する各国政府関係者の見解等が明らかと

なり，各国との信頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認

めることにつき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当

し，同条５号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

しかしながら，別紙５に掲げる部分については，これを公にしても，

国際平和協力に関する各国政府関係者の見解等が明らかとなり，他国等

との信頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることに

つき相当の理由があるとは認められず，また，いわゆる国際平和協力に

関する一般法についての当時の我が国における未成熟な検討内容が明ら

かとなり，政府部内の当該検討内容に対する考え方等について，無用な

誤解や憶測を招くなど，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがあ

るとも認められないことから，法５条３号及び５号のいずれにも該当せ

ず，開示すべきである。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条１号，３号，５号及び６号に該当するとして不開示

とした決定については，外務省において，先行開示決定で特定された１文

書及び本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべき文書を保有し

ているとは認められないので，本件対象文書を特定したことは妥当であり，

不開示とされた部分のうち，別紙３ないし別紙５に掲げる部分を除く部分

は，法５条１号，３号及び５号に該当すると認められるので，不開示とし

たことは妥当であるが，別紙３ないし別紙５に掲げる部分は，法５条３号，

５号及び６号柱書きのいずれにも該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第２部会） 

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙１ 

 

文書２   国際平和協力活動の派遣に関するスイスの法的枠組み及び判断基

準（調査訓令） 

文書３   国際平和協力活動の派遣に関するスイスの法的枠組み及び判断基

準 

文書４   国際平和協力活動の派遣に関するスイスの法的枠組み及び判断基

準 

文書５   国際平和協力活動の今後の進め方（派遣に関する各国制度等：ス

イス追加） 

文書６   調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度

等） 

文書７   国際平和協力の今後の進め方（派遣に関する各国制度等：蘭回答

） 

文書８   国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度等（オース

トリア軍事部門：回答）（防衛情報） 

文書９   国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度等（文民警

察に係るオーストリア回答） 

文書１０  国際平和協力の今後の進め方（派遣に関する各国制度等：デンマ

ーク） 

文書１１  国際平和協力の今後の進め方（派遣に関する各国制度等：フィン

ランド回答） 

文書１２  国際平和協力の今後の進め方（派遣に関する各国制度等：スイス

） 

文書１３  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度

等：伊回答） 

文書１４  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度

等：ＮＺ回答期限延期） 

文書１５  国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度等（マレー

シア回答） 

文書１６  国際平和協力の今後の進め方：スペイン回答） 

文書１７  国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度（独回答）

） 

文書１８  国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度等（ポーラ

ンド回答）（防衛情報） 

文書１９  国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度等（オース

トリア軍事部門：回答）（防衛情報） 

文書２０  国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度等（加回答
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） 

文書２１  国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度等（ポーラ

ンド回答，文民警察派遣実績）（防衛情報） 

文書２２  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度

等）（「軍事部門の要員・部隊の派遣」についてのスウェーデン回

答） 

文書２３  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：派遣に関する各国制度

等：露側回答）（防衛情報） 

文書２４  国際平和協力の今後の進め方（派遣に関する各国制度等：デンマ

ーク） 

文書２５  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：フィリピン回答） 

文書２６  国際平和協力の今後の進め方（派遣に関する各国制度等：蘭追加

回答） 

文書２７  国際平和協力の今後の進め方：スペイン回答（未回答分） 

文書２８  国際平和協力の今後の進め方（文民要員に関する追加調査：オー

ストリア回答） 

文書２９  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：文民要員派遣に関する

伊の制度） 

文書３０  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：停戦監視業務を行う場

合の武器使用の在り方） 

文書３１  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：停戦監視業務を行う場

合の武器使用の在り方）（印回答） 

文書３２  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：停戦監視業務を行う場

合の武器使用の在り方：フィンランド回答）（防衛情報） 

文書３３  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：停戦監視業務を行う場

合の武器使用の在り方：伊回答） 

文書３４  国際平和協力の今後の進め方（停戦監視業務を行う場合の武器使

用のあり方） 

文書３５  国際平和協力の今後の進め方：停戦監視業務を行う場合の武器使

用のあり方（スペイン回答） 

文書３６  国際平和協力の今後の進め方：停戦監視業務を行う場合の武器使

用の在り方（オーストリア回答）（防衛情報） 

文書３７  調査訓令（国際平和協力の今後の取り進め方：停戦監視業務を行

う場合の武器使用のあり方）（蘭回答） 

文書３８  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：停戦監視業務を行う場

合の武器使用の在り方：伊回答） 

文書３９  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：停戦監視業務を行う場

合の武器使用の在り方）（仏回答）（防衛情報） 
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文書４０  国際平和協力の今後の進め方：停戦監視業務を行う場合の武器使

用（調査訓令：加回答） 

文書４１  国際平和協力の今後の取り進め方（停戦監視業務を行う場合の武

器使用のあり方：デンマーク回答） 

文書４２  国際平和協力の今後の進め方（停戦監視業務を行う場合の武器使

用の在り方）（防衛情報） 

文書４３  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：文民要員に関する追加

調査） 

文書４４  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：文民要員に関する追加

調査） 

文書４５  国際平和協力の今後の進め方：文民要員に関する追加調査（スペ

イン回答） 

文書４６  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：文民要員に関する追加

調査回答） 

文書４７  国際平和協力の今後の進め方：文民要員に関する追加調査（文民

警察：スペイン回答） 

文書４８  国際平和協力の今後の進め方（文民要員に関する追加調査：加回

答） 

文書４９  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：文民要員に関する追加

調査：デンマーク回答） 

文書５０  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：文民要員に関する追加

調査：仏追加回答） 

文書５１  国際平和協力の今後の進め方（文民要員に関する追加調査：スイ

ス） 

文書５２  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：文民要員に関する追加

調査） 

文書５３  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：治安維持活動を実施す

るための根拠法制） 

文書５４  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：治安維持活動を実施す

るための法的根拠）（露国防省回答） 

文書５５  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：治安維持活動を実施す

るための根拠法規：伊回答） 

文書５６  国際平和協力の今後の進め方（治安維持活動を実施するための根

拠法制：ポーランド回答） 

文書５７  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：治安維持活動を実施す

るための根拠法制：トルコ） 

文書５８  国際平和協力の今後の進め方（治安維持活動を実施するための根

拠法則：スペイン回答） 
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文書５９  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：治安維持活動を実施す

るための根拠法制：トルコ回答） 

文書６０  国際平和協力の今後の進め方（治安維持活動を実施するための根

拠法令：加回答） 

文書６１  調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：治安維持活動を実施す

るための根拠法制：トルコ追加回答） 

文書６２  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等） 

文書６３  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：タイ回答） 

文書６４  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：独回答） 

文書６５  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等）（オランダ回

答） 

文書６６  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：トルコ回答） 

文書６７  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ポーランド回

答） 

文書６８  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等）（カメルーン，

チャド） 

文書６９  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等）（ウルグアイ

回答） 

文書７０  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ガボン回答） 

文書７１  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：伊回答） 

文書７２  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：アルゼンチン

回答） 

文書７３  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：フィンランド

回答） 

文書７４  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等）（韓国の回答

） 

文書７５  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ウクライナ） 

文書７６  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ザンビア回答

） 

文書７７  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等）（豪回答） 

文書７８  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：英回答） 

文書７９  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：仏回答） 

文書８０  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ガーナ回答） 

文書８１  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等）（ガンビア） 

文書８２  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ノルウェー回

答） 

文書８３  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：パキスタン回

答） 
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文書８４  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：露回答） 

文書８５  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：スウェーデン

回答） 

文書８６  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：チェコ回答） 

文書８７  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：印回答） 

文書８８  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ＮＺ回答） 

文書８９  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：スペイン回答

） 

文書９０  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：チェコ回答） 

文書９１  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等（米回答） 

文書９２  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：加回答） 

文書９３  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：スイス回答） 

文書９４  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ウルグアイ回

答） 

文書９５  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等）（豪回答：追

加） 

文書９６  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：露追加回答） 

文書９７  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ザンビア） 

文書９８  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：回答） 

文書９９  調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等） 

文書１００ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ナイジェリア

回答） 

文書１０１ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：南ア作業状況

） 

文書１０２ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等）（在デンマー

ク大回答） 

文書１０３ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：オーストリア

回答） 

文書１０４ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：バングラデシ

ュ回答） 

文書１０５ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：ラトビア回答

） 

文書１０６ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：マレーシア回

答） 

文書１０７ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：エジプト回答

）（防衛情報） 

文書１０８ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：比回答） 

文書１０９ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：セネガル） 
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文書１１０ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：セネガル） 

文書１１１ 調査訓令（国際平和協力活動派遣の法的枠組み等：南ア回答） 

文書１１２ 調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：国連ＰＫＯにおける武

器使用基準について） 

文書１１３ 調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：国連ＰＫＯにおける武

器使用基準について）（ＰＫＯ局回答） 

文書１１４ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方） 

文書１１５ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方）（豪：取り敢

えずの回答） 

文書１１６ 調査訓令（国際平和協力活動，文民派遣の在り方：フィンランド

回答） 

文書１１７ 調査訓令（国際平和協力活動，文民派遣の在り方）（独） 

文書１１８ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方：加回答） 

文書１１９ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方）（ノルウェー

回答） 

文書１２０ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方）（米とりあえ

ずの回答） 

文書１２１ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方：スイス回答） 

文書１２２ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方） 

文書１２３ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方）（デンマーク

回答） 

文書１２４ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方）（英回答） 

文書１２５ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方）（豪回答） 

文書１２６ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方スウェーデン回

答）（防衛情報） 

文書１２７ 調査訓令（国際平和協力活動：文民派遣の在り方：スイス追加回

答） 

文書１２８ 調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：国連ＰＫＯにおける武

器使用） 

文書１２９ 調査訓令（国際平和協力の今後の進め方：国連ＰＫＯにおける武

器使用） 

文書１３０ 「安全保障と防衛力に関する懇談会」報告書（平成１６年） 

文書１３１ 「安全保障と防衛力に関する懇談会」報告書（平成２１年） 
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別紙２ 外国政府及び国際機関の関係者の氏名及び肩書等が記載されている不

開示部分 

 

文書番号 該当する不開示部分 

文書３ １枚目本文２行目及び３行目 

文書４ １枚目本文２行目及び３行目 

文書５ １枚目本文２行目ないし４行目，６行目及び７行目 

文書７ １枚目本文２行目及び３行目 

文書９ １枚目本文２行目 

文書１０ １枚目本文２行目 

文書１１ １枚目本文２行目ないし４行目 

文書１４ １枚目本文２行目ないし５行目 

文書１９ １枚目本文３行目 

文書２０ 
２枚目本文８行目及び９行目，３枚目本文１５行目並びに４枚

目本文１３行目及び１４行目 

文書２２ １枚目本文４行目ないし６行目 

文書２４ １枚目本文２行目ないし５行目 

文書２８ １枚目本文２行目 

文書２９ １枚目本文２行目及び３行目 

文書３２ 
１枚目本文２行目及び３行目並びに３枚目本文２行目，３行目

及び５行目 

文書３４ １枚目本文２行目 

文書３５ １枚目本文２行目 

文書３６ １枚目本文２行目 

文書３７ １枚目本文３行目ないし５行目 

文書３８ １枚目本文２行目 

文書３９ １枚目本文２行目ないし５行目 

文書４０ １枚目本文４行目 

文書４１ 
１枚目本文２行目（ただし，同行右から２文字目及び１文字目

を除く。）及び６行目 

文書４４ １枚目本文２行目及び３行目 

文書４５ １枚目本文２行目 

文書４６ １枚目本文２行目及び３行目 

文書４８ １枚目本文３行目ないし５行目 

文書４９ １枚目本文２行目 

文書５１ １枚目本文２行目及び３行目 

文書５２ １枚目本文２行目 
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文書６０ １枚目本文２行目ないし５行目 

文書６３ １枚目本文２行目及び３行目 

文書６４ １枚目本文２行目 

文書６６ １枚目本文２行目及び３行目 

文書７３ １枚目本文２行目 

文書７４ １枚目本文２行目及び３行目 

文書７５ １枚目本文３行目ないし５行目 

文書７７ １枚目本文２行目及び３行目 

文書７８ ４枚目本文１行目及び２行目 

文書８０ ３枚目本文２３行目ないし２５行目 

文書８１ １枚目本文２行目 

文書８２ １枚目本文２行目及び３行目 

文書８３ １枚目本文２行目及び３行目 

文書８６ １枚目本文２行目及び３行目 

文書８７ １枚目本文４行目及び５行目 

文書８８ １枚目本文２行目 

文書８９ １枚目本文２行目及び３行目 

文書９０ １枚目本文２行目及び３行目 

文書９１ １枚目本文２行目及び３行目 

文書９３ 
１枚目本文２行目，７枚目４行目及び１１枚目４行目ないし６

行目 

文書９４ １枚目本文２行目及び３行目 

文書９５ １枚目本文２行目及び３行目 

文書９６ １枚目本文２行目 

文書９７ １枚目本文３行目 

文書９８ １枚目本文２行目及び３行目 

文書１０２ １枚目本文２行目 

文書１０５ １枚目本文３行目 

文書１０８ １枚目本文２行目及び３行目 

文書１１４ ２枚目２４行目及び２５行目 

文書１１５ １枚目本文２行目及び３行目 

文書１１６ １枚目本文２行目ないし５行目，１４行目及び１５行目 

文書１１７ １枚目本文２行目ないし４行目 

文書１２０ １枚目本文２行目及び３行目 

文書１２１ １枚目本文２行目及び３行目 

文書１２２ １枚目本文４行目ないし７行目 

文書１２３ １枚目本文２行目 
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文書１２４ １枚目本文２行目ないし４行目 

文書１２５ １枚目本文２行目 

文書１２６ １枚目本文２行目及び３行目 

文書１２７ １枚目本文２行目及び３行目 

文書１２９ １枚目本文３行目 
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別紙３ 開示すべき部分（行政機関のファックス番号） 

 

文書番号 該当する不開示部分 

文書４３ １０枚目ないし１３枚目 
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別紙４ 開示すべき部分（調査訓令） 

 

文書番号 該当する不開示部分 

文書６ ３枚目及び８枚目 

文書６２ 
２６枚目表の２段目及び６段目並びに２７枚目表の上から３

段目及び４段目 

文書１１２ 

３枚目１９行目及び２０行目，４枚目１９行目９文字目以

降，２０行目及び２１行目，６枚目２５行目ないし２７行目

並びに７枚目１行目ないし３行目 
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別紙５ 開示すべき部分（各在外公館及び国際機関の担当者が外国政府及び国

際機関の関係者から得た回答内容等又は受領した資料） 

 

文書番号 該当する不開示部分 

文書１０ ３枚目 

文書１２ ５枚目本文１１行目ないし１３行目 

文書１４ 
１枚目本文３行目３語目ないし８語目及び５行目５語目ない

し１０語目 

文書２４ ３枚目 

文書２７ ３枚目本文８行目及び９行目 

文書３４ ４枚目本文２２行目及び２３行目 

文書３５ ２枚目本文４行目 

文書４５ ３枚目本文３行目 

文書４６ 
１枚目本文１６行目並びに２枚目本文４行目，６行目，９行

目及び１２行目 

文書４７ 
２枚目本文３行目，７行目，１０行目，１６行目及び２１行

目並びに３枚目本文１１行目 

文書４８ 

２枚目本文１７行目，２４行目及び２７行目，３枚目本文５

行目，９行目及び１４行目並びに５枚目本文１４行目１０文

字目以降 

文書４９ 
２枚目本文６行目，９行目，１１行目，１３行目，１５行目

及び１８行目 

文書５６ ２枚目本文９行目ないし１１行目 

文書５８ １枚目本文５行目 

文書６０ ３枚目本文９行目ないし１１行目 

文書６３ ３枚目本文３行目ないし９行目 

文書７７ １枚目本文３行目８語目 

文書８６ １枚目本文８行目ないし１０行目 

文書９１ ２枚目本文１０行目ないし１５行目 

文書９５ １枚目本文３行目２語目 

文書１１３ 

４枚目１行目ないし３行目及び８行目ないし１６行目，５枚

目２行目８語目以降，３行目ないし８行目及び１５行目ない

し２０行目，６枚目１行目ないし５行目並びに７枚目９行目

ないし１５行目，１６行目１語目及び２５行目１語目 

文書１２２ １枚目本文７行目右から４文字目ないし１文字目 

 


